
【導入】 

今年の 8月、中小企業に勤めていた父は突然、会社を辞めました。 

不景気で、簡単に仕事も見つからない時代になぜやめてしまったのか。 

私は父に尋ねました。 

すると、 

とても申し訳なさそうな顔で言いました 

「パワハラに耐えられなかった、ごめん」 

話を聞くと、社内に一度相談はしたものの、 

結局、パワハラは解決されなかったというのです。 

 

自分とは無縁と思っていたパワハラという問題。 

私や父が直面したように、 

皆さん自身や、身の回りでも起こりうるものではないでしょうか。 

 

本弁論では、中小企業にはびこるパワハラの現状と、その解決を訴えます。 

 

【現状＋原因】 

そもそも、パワハラとは「職場でのいじめや嫌がらせ」を指します。 

具体的には、「立場の優位性を利用し、肉体的・精神的苦痛を与えること」とされています。 

 

厚労省の調査によれば、全国のパワハラの相談件数は、年間 8万件以上にのぼります。 

 

そして、このパワハラがもたらす被害は甚大です。 

2019年のある調査では、社会人でパワハラを受けたことのある人は全体の 7割を占めま

す。 

 

さらに、パワハラの心身への影響は大きく、パワハラを何度も受けた人の約 4割程度は心身

の障害や通院が必要なほどになってしまうのです。 

 

この結果、被害者の中には退職をしてしまう人が多くいます。 

実際に、2019年の厚労省調査ではパワハラを受けた人の約 2割が退職をしました。 

彼らは、パワハラによる精神的苦痛から、やめざるを得ない状況になってしまうのです。 

 

このようなパワハラ問題に対して、政府は社内解決を目的とした法整備を行っています。 

それが、「パワハラ防止法」です。 



この法律は、企業の社内相談窓口の設置を義務化し、相談に応じて適正な対処を社内で行

うことを規定しています。 

 

そして、この法律の制定以前は、パワハラ対策を行う企業は全体の約 5割程度でしたが、法

律の施行によりパワハラ対策をする企業は増加傾向にあります。 

 

順調にパワハラ対策が進んでいるように見えますが、実はこの法律ではパワハラ被害者す

べてを救うことはできていません。 

なぜなら、様々ある企業の中でも、「中小企業」に設置された相談窓口の利用率は非常に低

いからです。 

 

実際に、企業や社員へのアンケートによれば、 

企業がパワハラを相談窓口で把握している割合は、 

大企業が 8割と高水準であるのに対して、中小企業は 3割程度にとどまっています。 

つまり、大企業の多くでは相談窓口が利用される一方で、中小企業の相談窓口はあまり利用

されていないのです。 

 

では、なぜ窓口を利用しないのでしょう。 

厚労省の調査では、ほとんどの人が行動しても解決しないと諦めたために、相談窓口を使わ

なかったと回答しています。 

また、実際に中小企業への調査では、相談窓口に相談したとしてもおよそ半数以上が具体的

な対応に進んでいません。 

すなわち、中小企業における相談窓口は実際には十分に機能しておらず、そのため被害者

は相談をできずにパワハラが解決していないのです。 

 

ではなぜ、中小企業では相談窓口の活用が進まないのでしょうか。 

 

その理由は、中小企業におけるパワハラの特殊な性質にあります。 

 

そもそもパワハラの特性として、加害者の立場が上であることが多く、こと中小企業において

は濃い人間関係ゆえ、相談窓口は加害者側との関係性が近くなってしまい、相談窓口がうま

く機能していないのです。 

 

 

実際に、中小企業に向けて行った「パワハラ解決のための課題」の調査によれば、 



最も多かった回答は「社内ではパワハラの判断が難しい」というものでした。 

そして、パワハラ対策に詳しい専門家は「中小企業では、大企業に比べて人間関係が濃密で

あり、いったんパワハラが発生すると解決は大企業より難しくなる」と述べています。 

ここからもわかるように、中小企業の人数規模ゆえに、相談窓口は機能しなくなってしまうの

です。 

 

以上をまとめると、パワハラは中小企業において多く発生しており、それに対し「相談窓口」と

いう対策は存在します。しかしながら、中小企業においてはパワハラの「加害者」と「相談窓

口」が近くなってしまうため、パワハラを解決することも、そもそも相談窓口を利用してもらうこ

とさえもできていないのではないでしょうか。 

 

 

【問題点】 

私の父は小さな会社で繰り返されるパワハラが非常に苦しかったそうです。 

意を決して相談しても、何も変わることなくまたパワハラを受け、 

解決の為にもがいても、 

結局退職するしかなかった。 

やるせない顔で、 

退職したことを私に謝るその姿は、 

見ていてとても悲しいものでした。 

なんとか退職せずとも、もっと早くパワハラを解決に導けていたら…、 

こんな悲しい思いもせずに、 

働き続けることができていたでしょう。 

 

パワハラの悪質さを身近で体感したからこそ私は強く思います。 

父のような被害者を出し、悲しい思いをする人をこれ以上出したくない。 

だからこそ、パワハラは早く、確実に対処すべきです。 

そのために、一刻も早く今の体制は変えなくてはいけないのです。 

 

【理念＋方向性】 

私は、パワハラに苦しむ被害者を早期に救済したい。 

 

しかし、パワハラを受けた人が、その苦しみから逃れるために、ただ退職すればいいというわ

けではありません。 

調査によれば、パワハラ被害者のうち 7割は、パワハラがなくなることを望んでいるのはもち

ろんの事、その後も同じ企業で働くことを望んでいます。 



このように、働き続けたいと願う被害者が、パワハラによってその思いを簡単に絶たれてしま

うという事態はなくさなければなりません。 

 

 

そのためには、現在関係性が近くなってしまっている 

「パワハラを解決する側」と「加害者」を 

離して対処する、つまり、企業の外側から解決する必要があります。 

こうすれば、被害者はなるべく早い段階から相談をし、より迅速な解決ができるようになりま

す。そして、被害者がその苦しみから逃れ、パワハラ解決後も企業で働き続けられる社会を

実現できるのです。 

 

【プラン】 

ここで私は 1点のプランを提案します。 

それは、相談窓口の労働相談コーナーへの報告義務化です。 

詳しくご説明します。 

まず、労働相談コーナーとは、政府が労働問題について相談を受ける機関のことを言いま

す。 

そして、現在のパワハラ防止法を改正し、現状社内で消化されているパワハラの相談を全て

国の労働相談コーナーに報告することを新たに義務付けるのです。 

 

しかし、ここで一つ、パワハラが解決したとしても被害者がその職場に「居づらさ」を感じ、離

職へとつながってしまうことが懸念されます。 

そこで、被害者が加害者の隔離、配置転換などを望んだ場合には、相談コーナーが企業に

対しそうした指示を出せるようにします。 

 

これらをふまえ、全体の流れをご説明します。 

まず、パワハラ被害者が社内の相談窓口に相談します。 

窓口は、相談内容とそれに対する企業の対応、 

この 2つについて国の労働相談コーナーに報告をします。 

そして、この報告内容については相談コーナーでも確認をし、あまりにひどいパワハラが見受

けられたり、相談後被害者が人間関係による異動を望んだりした場合には、相談コーナーに

よる企業への指導や、被害者への法的処置のあっせんを行うこととします。 

また、報告を速やかに行わなかったり、不用意に相談内容を漏らしたりしたこと等が明らかに

なった場合には、その企業名を公開します。 

 



このような第三者の導入により、パワハラの解決を速やかに行い、被害者がパワハラを解決

した後もその企業で働き続けられるようになるのです。 

 

【締め】 

冒頭で述べた、私の父は現在も 50代中盤でありながら再就職に向け動いています。 

しかし、この年で職を失ってしまったことは父にとって、 

大きな重荷になっています。 

だからこそ、退職をしなくても、パワハラが早期に解決できる制度を、一刻も早く作り上げるべ

きではないでしょうか。 

 

ご清聴ありがとうございました。 


